
  
（百万円未満切捨て）

１．平成23年12月期の運用、資産の状況（平成23年７月１日～平成23年12月31日） 

  

  
(2）分配状況 

（注）配当性向については小数第１位未満を切捨てにより表示しております。 
  
(3）財政状態 

  
(4）キャッシュ・フローの状況 

  
２．平成24年６月期の運用状況の予想（平成24年１月１日～平成24年６月30日） 

（％表示は対前期増減比）

（参考）１口当たり予想当期純利益（平成24年６月期）  7,556円  

平成23年12月期 決算短信（ＲＥＩＴ） 

        平成24年２月16日

不動産投資信託証券発行者名 ＭＩＤリート投資法人 上場取引所 東証 

コード番号 3227 URL http://www.midreit.jp/ 

代表者 執行役員 泉 幸伸 

          

資産運用会社名 ＭＩＤリートマネジメント株式会社     

代表者 代表取締役社長 後藤 智之     

問合せ先責任者 常務取締役 財務企画部部長 齋藤 裕孝 ＴＥＬ(06)6456－0700 

有価証券報告書提出予定日 平成24年３月26日   

分配金支払開始予定日 平成24年３月12日 

(1）運用状況 （％表示は対前期増減比）

  営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年12月期 5,776 （0.2） 2,085 （△2.9） 1,416 （0.6） 1,416 （1.4） 

23年６月期 5,763 （△2.0） 2,147 （△0.4） 1,408 （2.4） 1,396 （1.0） 

  
１口当たり 
当期純利益 

自己資本
当期純利益率 

総資産
経常利益率 

営業収益
経常利益率 

  円 ％ ％ ％ 

23年12月期 7,714  1.5  0.8  24.5  

23年６月期 7,604 1.5 0.8 24.4 

  
１口当たり分配金 
(利益超過分配金は

含まない) 
分配金総額

１口当たり
利益超過分配金

利益超過
分配金総額 

配当性向 純資産配当率

  円 百万円 円 百万円 ％ ％ 

23年12月期 7,715  1,416  0 － 100.0  1.5  

23年６月期 7,605 1,396 0 － 100.0 1.5 

  総資産 純資産 自己資本比率 １口当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 

23年12月期 176,561  91,789  52.0  499,873  

23年６月期 176,885 91,769 51.9 499,763 

  
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による

キャッシュ・フロー 
財務活動による

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 

23年12月期 2,419    △596 △1,524 12,909  

23年６月期 2,837 △713 △1,509 12,611 

  営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益

１口当たり 
分配金 

(利益超過分配金

は含まない) 

１口当たり
利益超過分配金

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 円 

24年６月期 5,695（△1.4） 2,042 （△2.1） 1,389 （△1.9） 1,387 （△2.1） 7,556  0  
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３．その他 

(1）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  無 

② ①以外の会計方針の変更         無 

③ 会計上の見積りの変更          無 

④ 修正再表示               無 

  

(2）発行済投資口数 

① 期末発行済投資口数（自己投資口を含む） 平成23年12月期 183,625口 平成23年６月期 183,625口 

② 期末自己投資口数            平成23年12月期    0口 平成23年６月期    0口 

（注）１口当たり当期純利益の算定の基礎となる投資口数については、25ページ「１口当たり情報に関する注記」をご

覧下さい。  

    

  

  

※ 運用状況の予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本書に記載されている運用状況の予想又は見通し等の将来に関する記述は、現在入手している情報及び合理的である

と判断する一定の仮定又は前提に基づいており、実際の運用状況等は様々な要因により大きく異なる可能性がありま

す。 

 また、本予想は分配金の額を保証するものではありません。 

 運用状況の予想の前提となる仮定又は前提及び運用状況の予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては、８

ページ「２．運用方針及び運用状況 (2）運用状況 ② 次期の見通し(ロ）運用状況の見通し」をご覧下さい。  
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 本書の日付現在における本投資法人の仕組みは、以下のとおりであります。 

 なお、ＭＩＤリートマネジメント株式会社（以下「本資産運用会社」といいます。）は、平成23年９月30日をもっ

てＭＩＤアセットマネジメント株式会社が解散したことに伴い、平成20年10月31日付で同社と締結した売却不動産の

情報提供に関する覚書を、解散日と同日付で合意解約いたしました。 

 また、本資産運用会社は、従前より継続的に受けておりますサポートに関して、平成23年12月７日付でスポンサー

であるＭＩＤ都市開発株式会社（以下「ＭＩＤ都市開発」といいます。）との間で資産価値向上サポートに関する覚

書を締結しております。  

  

 
  

  

    （注）合併に伴い、平成24年４月１日付で三井住友信託銀行株式会社に変更予定であります。 

１．投資法人の関係法人

番号 契約名 

① 資産運用委託契約 

② 

売却不動産の情報提供等サポートに関する覚書（ＭＩＤ都市開発） 

資産価値向上サポートに関する覚書（ＭＩＤ都市開発） 

売却不動産の情報提供に関する覚書（エートス・ジャパン・エルエルシー） 

③ 一般事務委託契約及び資産保管委託契約 

④ 投資口事務代行委託契約及び特別口座の管理に関する契約 
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(1）運用方針 

 最近の有価証券報告書（平成23年９月27日提出）における「投資方針」、「投資対象」、「分配方針」から重要

な変更がないため開示を省略いたします。 

  

(2）運用状況 

① 当期の概況 

（イ）本投資法人の主な推移 

本投資法人は、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法律第198号。その後の改正を含みます。）

（以下「投信法」といいます。）に基づき、本資産運用会社を設立企画人として、平成18年６月１日に設立さ

れ、平成18年８月29日に株式会社東京証券取引所不動産投資信託証券市場に上場いたしました（銘柄コード

3227）。 

当期末（平成23年12月31日）現在の発行済投資口の総口数は183,625口となっております。 

本投資法人は、第11期（当期）において、保有物件数は12物件（但し、匿名組合出資持分は含みませ

ん。）、取得価格の総額は161,170百万円となっております。 

本投資法人は、中長期的な観点から、安定した収益の確保と着実な運用資産の成長を目指し、資産の運用を

行うことを基本方針とし、大阪圏のオフィスビルに重点的な投資を行い、資産運用を行っております。 

  

（ロ）投資環境と運用実績 

Ａ．投資環境  

当期のわが国経済は、東日本大震災の影響による電力供給制限や様々な企業のサプライチェーン（供給連

鎖）に対する被害等によって厳しい状況が続きましたが、その後の生産設備等の急速な復旧等もあり、緩やか

にではありますが持ち直してまいりました。しかしながら、欧州債務問題の深刻化を受け、海外経済の下振れ

リスクが強まり、更にそれとも関連した円高の影響によって輸出企業を中心に業績に大きな影響を受けるなど

依然として先行きが不透明な状況で推移いたしました。 

オフィスビル売買市場におきましては、取引価格に回復基調が見られ、投資需要は堅調になりつつあります

が、大型物件が売買市場に出回らないこと等から売買取引は低調に推移いたしました。物件情報の多くは比較

的小規模なものに限られ大型物件に係る情報量は限定的であり、Ｊ－ＲＥＩＴにおける取得事例の半数弱はス

ポンサー企業との売買で占められていました。 

国土交通省の平成23年第３四半期（７/１～１０/１）の地価ＬＯＯＫレポートによると、主要都市の高度利

用地の地価は、全150地区のうち78地区が下落し、72地区が上昇・横ばいとなりました。依然として下落地区

が半分強を占める厳しい状況ではありますが、平成23年第２四半期に引き続き下落地区数は減少し下落幅も縮

小しつつあり、東日本大震災の影響による大きな落ち込みからは回復傾向にあります。本投資法人の主要投資

対象地域である大阪圏においても同様の傾向にあります。本投資法人の主要物件が存する大阪ビジネスパーク

（以下「ＯＢＰ」といいます。）につきましては、取引利回りは横ばいで推移する一方で賃料はなおも弱含み

であり、地価動向も下落傾向が続いています。 

オフィス賃貸市場におきましては、空室率の上昇に歯止めがかかってきているものの、テナントのコスト削

減意識は依然として強く、賃料水準の回復には時間がかかっております。 

  

Ｂ．運用実績  

〈投資実績〉 

当期においては不動産等の取得又は譲渡を行っておりません。本投資法人が当期末（第11期末）で保有する

資産は12物件であり、取得価格に基づく投資比率は、エリア別では大阪圏83.1％、首都圏等その他地域

16.9％、また用途別ではオフィスビル82.1％、商業施設17.9％となっております。 

２．運用方針及び運用状況
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〈保有資産の運用実績〉 

本投資法人はその基本方針に従い、中長期的な観点から安定した収益の確保を図るため、大阪を地盤とする

総合不動産企業グループをスポンサーとしていることの強みを活かし、プロパティマネジメント業務の委託先

であるＭＩＤプロパティマネジメント株式会社（以下「ＭＩＤプロパティマネジメント」といいます。）との

連携のもと、新規テナントの誘致活動及び既存テナントとの信頼関係をより強固にすることを企図したテナン

ト満足度向上への取り組みを推進しております。 

厳しいオフィス賃貸市場の中、ＭＩＤプロパティマネジメントにおける迅速なテナント対応及びテナントニ

ーズの把握、建物管理会社における適切な管理の実施、並びに共用部スペースの改修等テナントニーズに即し

た快適なオフィス環境の提供を行うことに努めており、良好なテナントリレーションや新規テナントの誘致を

行っております。 

リーシングにつきましては、ＭＩＤプロパティマネジメントによる上記の諸施策等を通じて稼働率の維持向

上を目指したリーシング活動を行っております。特に本投資法人の主要資産であるツイン21、松下ＩＭＰビル

については、大阪を代表する複合ビジネスエリアであるＯＢＰに所在するという立地の特性を活かし、新規テ

ナントの誘致を行っております。 

当期の取り組みとしては、本投資法人の主要資産であるツイン21において、関西電力株式会社（以下「関西

電力」といいます。）の入居等により、更なる稼働率の向上に取り組んでまいりました。また、松下ＩＭＰビ

ルにおいては、低層階の商業スペースをオフィススペースにリニューアルすることにより、テナント入居を促

進し収益力の向上を図りました。 

これらの取り組みの結果、保有物件全体における当期末時点での稼働率は97.5％となり、前期末時点より

0.1ポイントの稼働率向上を実現しております。 

また、平成24年２月にツイン21、松下ＩＭＰビル及び北浜ＭＩＤビルが、株式会社日本政策投資銀行よりＤ

ＢＪ Green Building認証を受けました。評価ランクはいずれもシルバーです。当該認証は、ビルの環境性能

に加えて、防災や防犯及び不動産を取り巻く様々なステークホルダーからの社会的要請に配慮した不動産

（Green Building）の普及促進を目的に、時代の要請に応える優れた不動産を選定・認証するものであり、本

投資法人の所有物件がGreen Buildingとして一定の評価を得ることができたものと考えております。 

  

（ハ）資金調達の概要 

本投資法人は、保守的なＬＴＶ水準の維持、リファイナンスリスクの軽減、金利変動リスクの軽減等、資金

調達の機動性と財務の安定性のバランスに配慮した財務方針に基づき資金調達を行っております。 

本投資法人は、当期末（第11期末）時点で、13の金融機関から72,050百万円の借入れを行っております。こ

の内、当期においては、当期中に返済期日が到来した借入れの返済資金として17,800百万円を長期借入金にて

調達いたしました。また、借入金の内、46,550百万円については固定金利での調達を行っております（金利ス

ワップ契約による金利の固定化を含みます。）。 

以上により、当期末現在においては、総資産に対する有利子負債比率40.8％、長期借入金比率100.0％、金

利の固定化比率64.6％となっております。 

  

（ニ）業績及び分配の概要 

上記の運用の結果、本投資法人は当期の実績として営業収益5,776百万円、営業利益2,085百万円、経常利益

1,416百万円、当期純利益1,416百万円を計上いたしました。  

分配金については、租税特別措置法（昭和32年法律第26号。その後の改正を含みます。）第67条の15の適用

により、利益分配金が損金算入されることを企図して、投資口１口当たりの分配金が１円未満となる端数部分

を除く当期未処分利益の全額を分配することとし、この結果、投資口１口当たりの分配金は7,715円となりま

した。 
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② 次期の見通し  

（イ）今後の運用方針及び対処すべき課題 

Ａ．投資環境  

わが国の経済は、東日本大震災からの復興需要等の支えによって景気回復を維持する見通しと思われる一方

で、欧州債務問題の更なる深刻化による海外経済の下振れ、円高の進行に伴う企業業績への影響といった不確

実要因を注視する状況が続くものと思われます。 

オフィスビル売買市場におきましては、取引価格が回復基調に転じていくと思われる一方で、売買市場への

物件の供給が引き続き少なく売買取引も低迷する状況が続くことが予想されます。 

オフィス賃貸市場におきましては、大阪市のビジネスエリアにおいては空室率の改善の兆しはあるものの、

景気の不透明感もありテナントのコスト削減意識は引き続き強く、賃料水準の回復には時間を要することが予

想されます。また、平成25年春に竣工予定のグランフロント大阪（うめきた（大阪駅北地区）先行開発区域プ

ロジェクト）による大阪市のビジネスエリアにおけるオフィス賃貸市場の需給動向に与える影響を注視する必

要があると考えられます。さらに、東日本大震災後、耐震性能や立地の安全性（液状化や水害等に強い地盤

等）といった点が注目されており、物件ごとの競争がさらに厳しくなると思われます。 

  

このような状況において、本投資法人は引き続き中長期的な観点から安定した収益の確保と適切な修繕及び

設備更新の実施により、運用資産の価値の維持向上を目指し、資産の運用を行ってまいります。 

  

Ｂ．内部成長戦略 

本投資法人では、中長期的な収益の維持向上を図るため、快適なオフィス環境とサービスを提供することに

より既存テナントの満足度向上並びに新規テナントの誘致活動による賃料収入及び稼働率の維持向上に継続的

に取り組んでまいります。 

  

〈高稼働率維持に向けた既存テナント戦略〉   

本資産運用会社は、既存テナントニーズの把握と満足度向上のための活動として本投資法人の保有資産であ

るツイン21等マルチテナントビルの入居テナントを対象に満足度調査を実施しており、第１期に調査を始めて

からこれまでに計６回の調査を実施しており、その分析結果を踏まえた的確な施策立案及びフォロー活動を実

施しております。直近の調査においては、「周辺環境のよさ」等の従前より評価の高い項目について高評価を

維持するとともに、特に「ＦＭ（建物管理会社）対応のよさ」「ＰＭ対応のよさ」といった人に関わる部分で

の評価が向上しております。 

当該調査の結果を基に、ＭＩＤプロパティマネジメント及び建物管理会社への指導、テナントニーズに即し

た修繕工事、バリューアップ工事等を検討、実施しております。 

また、ＭＩＤプロパティマネジメントが既存テナントと日々のきめ細かなリレーションを保つ中で得ること

ができる様々な意見や要望をベースに、テナントニーズに即応した増床等の提案活動にも積極的に取り組んで

おります。 

このような活動を継続して行うことにより、テナント満足度の向上を図り、稼働率の維持向上に努めてまい

ります。 

  

〈新規テナント誘致に係るリーシング戦略〉   

本投資法人の主要資産であるツイン21や松下ＩＭＰビル等が存するＯＢＰエリアは、緑あふれる大阪城公園

に隣接した複合ビジネスエリアであり、大阪有数のターミナル駅である京橋駅を含む４路線６駅を徒歩圏に有

しているため交通利便性が高く、フロア面積が広いことや十分な駐車場の確保が可能であることなどと合わせ

て強いテナント訴求力を持っております。ツイン21と松下ＩＭＰビルについては、ＯＢＰに立地する大規模オ

フィスビルであるという強みを活かした新規テナント誘致活動及び既存テナントのグループ企業や取引先に対

する積極的な誘致活動を行っております。 

また、その他の保有資産につきましても、その地域や規模に応じた新規テナントの誘致活動を行っておりま

す。 

本資産運用会社では、大阪を地盤とする総合不動産企業グループをスポンサーとしていることの強みを活か

し、現場に密接するＭＩＤプロパティマネジメントが持つテナント情報等を活用してマーケット分析等を行

い、それを基に本投資法人の保有資産の競争力強化に繋がるバリューアッププランの策定等を含む誘致戦略を

立て、効果的な新規テナント誘致を行ってまいります。  
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〈物件競争力の向上〉 

本投資法人では、物件競争力の維持向上に向け、設備の改修を順次行っております。また、テナント満足度

調査結果やテナントによる指摘・要望事項等を反映した計画的な改修工事等を実施してまいります。 

  

〈省エネ・省ＣＯ2対応〉 

本投資法人では、省エネ設備機器の導入等によるＣＯ2削減の取り組みを通じて、社会的な要請への適切な

対応を行ってまいります。 

  

Ｃ．外部成長戦略 

本投資法人は、規模のメリットによる運用管理コストの低減、運用資産のポートフォリオ分散効果による収

益変動リスクの低減等を図るため、運用資産の取得等を通じてポートフォリオの質の向上を目指してまいりま

す。 

大阪圏のオフィスビルに重点をおいて運用資産の取得を検討いたしますが、首都圏や政令指定都市等のオフ

ィスビル等の中で、立地や規模等に鑑みて投資対象として適切であると判断した物件につきましても取得を視

野に入れて積極的な情報収集を推進してまいります。 

なお、長期的な資産規模の目標値は取得価格ベースで2,000億円程度としております。また、ＭＩＤ都市開

発等からのパイプライン・サポートも積極的に活用してまいります。 

  

Ｄ．財務戦略 

財務の安定性を維持することを目標に、保守的なＬＴＶ水準の維持、安定的な資金調達、有利子負債の返済

時期の分散化、新規借入先金融機関の参加の推進等について継続して取り組んでまいります。また、金利動向

に応じて金利固定化による金利変動リスクへの対応を行ってまいります。 
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（ロ）運用状況の見通し  

 平成24年６月期（第12期 平成24年１月１日～平成24年６月30日）の運用状況につきましては、以下のとお

り見込んでおります。運用状況の予想の前提条件につきましては後記「平成24年６月期（第12期）及び平成24

年12月期（第13期） 運用状況の予想の前提条件」をご参照下さい。 

   

営業収益                     5,695百万円  

営業利益                     2,042百万円  

経常利益                     1,389百万円  

当期純利益                    1,387百万円  

１口当たり分配金                   7,556円  

１口当たり利益超過分配金                  0円  

  

 また、「平成24年６月期（第12期）及び平成24年12月期（第13期） 運用状況の予想の前提条件」がそのま

ま推移したと想定した場合、平成24年12月期（第13期 平成24年７月１日～平成24年12月31日）の運用状況の

予想数値は以下のとおりと見込まれます。  

  

営業収益                     5,645百万円  

営業利益                     1,893百万円  

経常利益                     1,316百万円  

当期純利益                    1,314百万円  

１口当たり分配金                   7,160円  

１口当たり利益超過分配金                    0円  

  

（注）上記予想数値は一定の前提条件の下に算出した現時点のものであり、状況の変化により実際の営業収益、営業利益、経常利

益、当期純利益及び１口当たり分配金は変動する可能性があります。また、本予想は分配金の金額を保証するものではあり

ません。  

  

  

平成24年６月期（第12期）及び平成24年12月期（第13期） 運用状況の予想の前提条件 

項目 前提条件

運用資産 

・平成23年12月31日時点で本投資法人が保有している12物件に運用資産の異動（新規  

  物件の取得、既存物件の売却等）がないことを前提としております。 

・実際には、物件の異動等により変動する可能性があります。 

営業収益 

・賃貸事業収益については、平成23年12月31日時点で有効な賃貸借契約をもとに、市

場環境、個別物件の特性、物件の競争力、個々のテナントの状況及び昨今の不動産

市場の悪化等を考慮して算出しております。なお、平成24年２月16日付「主要テナ

ントとの貸室賃貸借契約変更覚書締結等に関するお知らせ」にて公表いたしました

とおり、ツイン21のテナントであるパナソニック株式会社との間で賃料及び共益費

の支払いを免除（フリーレント）するフロア（上限10フロア分）の設定期間を当初

期間より１年間延長し、平成25年３月31日までとすることについて合意しておりま

す。従いまして、平成24年６月期及び平成24年12月期においては、上限の10フロア

分について賃料及び共益費の支払いを免除することを前提に賃貸事業収益を算出し

ております。 

・営業収益については、テナントによる賃料の滞納又は不払いがないことを前提とし

ております。 
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項目 前提条件

営業費用 

・主たる営業費用である不動産賃貸事業費用のうち、減価償却費以外の費用につきま

しては、過去の実績値をベースとし、季節的要因等の費用変動要素を反映して算出

しております。 

・管理業務費については、平成24年６月期に709百万円、平成24年12月期に707百万円

を想定しております。 

・固定資産税等については、平成24年６月期に600百万円、平成24年12月期に600百万

円を想定しております。 

・建物の修繕費は、各計算期間において必要と想定される額を費用として計上してお

ります。なお、平成24年６月期においては前期比で48百万円減となる124百万円を見

込んでおります。また、予期し難い要因に基づく建物の毀損等により修繕費が発生

する可能性があること等の理由により、予想金額と大きく異なる結果となる可能性

があることにご留意下さい。 

・減価償却費については、付随費用、将来の追加の資本的支出を含めて定額法によ

り、平成24年６月期に1,079百万円、平成24年12月期に1,099百万円を想定しており

ます。 

営業外費用 

・支払利息については、平成24年６月期に451百万円、平成24年12月期に450百万円を  

  想定しております。 

・融資関連費用については、平成24年６月期に202百万円、平成24年12月期に128百万

円を想定しております。 

有利子負債 

・有利子負債残高は、平成24年６月期末71,925百万円、平成24年12月期末71,800百万

円を前提としております。 

・平成24年６月期における約定弁済125百万円（返済期限平成24年１月31日）及び平成

24年12月期における約定弁済125百万円（返済期限平成24年７月31日）については手

元資金による返済を前提としております。 

・平成24年12月期については、返済期限が到来する借入金14,500百万円（返済期限平

成24年７月31日）について、同額の借換えを行うことを前提としております。 

発行済投資口数 
・平成23年12月31日時点の発行済投資口数183,625口を前提としており、平成24年12月

31日まで新投資口の追加発行がないことを前提としております。 

１口当たり分配金 

・１口当たり分配金は、本投資法人の規約に定める金銭の分配の方針を前提として算

出しております。 

・運用資産の異動、テナントの異動等に伴う賃料収入の変動、予期せぬ修繕の発生、 

  金利の変動又は新投資口の追加発行等を含む種々の要因により変動する可能性があ

ります。 

１口当たり利益 

超過分配金 

・利益を超える金銭の分配（１口当たり利益超過分配金）については行わないことを 

  前提としております。 

その他 

・法令、税制、会計基準、上場規則、投信協会規則等において、上記の予想数値に影

響を与える改正が行われないことを前提としております。 

・一般的な経済動向及び不動産市況等に不測の重大な変化が生じないことを前提とし

ております。 
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３．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前期 
(平成23年６月30日現在) 

当期 
(平成23年12月31日現在) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,972,733 9,411,546

信託現金及び信託預金 5,712,151 5,571,618

営業未収入金 139,690 140,270

前払費用 28,156 69,744

繰延税金資産 30 31

流動資産合計 14,852,763 15,193,210

固定資産   

有形固定資産   

信託建物 60,692,089 61,124,643

減価償却累計額 △9,068,585 △10,112,752

信託建物（純額） 51,623,503 51,011,891

信託構築物 101,712 106,744

減価償却累計額 △9,553 △11,201

信託構築物（純額） 92,159 95,542

信託工具、器具及び備品 342,823 368,897

減価償却累計額 △100,185 △122,068

信託工具、器具及び備品（純額） 242,638 246,828

信託土地 109,210,052 109,210,052

有形固定資産合計 161,168,353 160,564,315

無形固定資産   

ソフトウエア 317 153

商標権 929 865

無形固定資産合計 1,246 1,018

投資その他の資産   

投資有価証券 191,400 187,121

敷金及び保証金 10,000 10,000

長期前払費用 662,062 605,788

投資その他の資産合計 863,463 802,909

固定資産合計 162,033,063 161,368,243

資産合計 176,885,826 176,561,454
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（単位：千円）

前期 
(平成23年６月30日現在) 

当期 
(平成23年12月31日現在) 

負債の部   

流動負債   

営業未払金 339,738 284,023

1年内返済予定の長期借入金 18,050,000 14,750,000

未払金 690,429 796,386

未払費用 159,538 134,339

未払分配金 14,314 11,136

未払法人税等 1,284 1,314

未払消費税等 32,529 22,739

前受金 696,920 686,206

その他 510,014 383,740

流動負債合計 20,494,770 17,069,886

固定負債   

長期借入金 54,125,000 57,300,000

預り敷金及び保証金 8,409,595 8,325,873

信託預り敷金及び保証金 2,087,330 2,076,377

固定負債合計 64,621,926 67,702,250

負債合計 85,116,697 84,772,137

純資産の部   

投資主資本   

出資総額 90,372,613 90,372,613

剰余金   

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 1,396,516 1,416,703

剰余金合計 1,396,516 1,416,703

投資主資本合計 91,769,129 91,789,316

純資産合計 ※1  91,769,129 ※1  91,789,316

負債純資産合計 176,885,826 176,561,454
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前期 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当期 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成23年12月31日) 

営業収益   

賃貸事業収入 ※1  5,379,440 ※1  5,384,168

その他賃貸事業収入 ※1  383,783 ※1  392,696

営業収益合計 5,763,224 5,776,865

営業費用   

賃貸事業費用 ※1  3,054,078 ※1  3,132,259

資産運用報酬 427,978 428,419

資産保管手数料 8,831 8,816

一般事務委託手数料 45,523 45,333

役員報酬 10,260 10,260

その他営業費用 68,821 66,317

営業費用合計 3,615,494 3,691,405

営業利益 2,147,729 2,085,459

営業外収益   

受取利息 1,717 1,666

未払分配金戻入 2,359 3,377

その他 0 0

営業外収益合計 4,076 5,044

営業外費用   

支払利息 509,018 464,048

融資関連費用 234,248 209,383

その他 382 245

営業外費用合計 743,649 673,677

経常利益 1,408,157 1,416,826

特別利益   

受取保険金 ※2  48,017 ※2  30,975

特別利益合計 48,017 30,975

特別損失   

災害による損失 ※3  58,115 ※3  29,500

特別損失合計 58,115 29,500

税引前当期純利益 1,398,060 1,418,301

法人税、住民税及び事業税 1,628 1,647

法人税等調整額 1 △0

法人税等合計 1,629 1,646

当期純利益 1,396,430 1,416,655

前期繰越利益 85 47

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 1,396,516 1,416,703
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（３）投資主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前期 
(自 平成23年１月１日 

 至 平成23年６月30日) 

当期 
(自 平成23年７月１日 

 至 平成23年12月31日) 

投資主資本   

出資総額   

当期首残高 90,372,613 90,372,613

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 90,372,613 90,372,613

剰余金   

当期未処分利益又は当期未処理損失（△）   

当期首残高 1,383,149 1,396,516

当期変動額   

剰余金の配当 △1,383,063 △1,396,468

当期純利益 1,396,430 1,416,655

当期変動額合計 13,366 20,186

当期末残高 1,396,516 1,416,703

剰余金合計   

当期首残高 1,383,149 1,396,516

当期変動額   

剰余金の配当 △1,383,063 △1,396,468

当期純利益 1,396,430 1,416,655

当期変動額合計 13,366 20,186

当期末残高 1,396,516 1,416,703

投資主資本合計   

当期首残高 91,755,763 91,769,129

当期変動額   

剰余金の配当 △1,383,063 △1,396,468

当期純利益 1,396,430 1,416,655

当期変動額合計 13,366 20,186

当期末残高 91,769,129 91,789,316

純資産合計   

当期首残高 91,755,763 91,769,129

当期変動額   

剰余金の配当 △1,383,063 △1,396,468

当期純利益 1,396,430 1,416,655

当期変動額合計 13,366 20,186

当期末残高 91,769,129 91,789,316
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（４）金銭の分配に係る計算書

区分 
前期

（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

当期 
（自 平成23年７月１日 
至 平成23年12月31日） 

       

Ⅰ 当期未処分利益 円1,396,516,105  円1,416,703,064   

Ⅱ 分配金の額 円1,396,468,125  円1,416,666,875   

(投資口１口当たりの分配金の額) ( 円7,605 ) ( 円7,715 ) 

Ⅲ 次期繰越利益 円47,980  円36,189   

分配金の額の算出方法 本投資法人の規約第34条第１項

(2)に定める金銭の分配の方針に

従い、分配金の額は利益金額を限

度とし、かつ租税特別措置法第67

条の15及び租税特別措置法施行令

第39条の32の３に規定されている

本投資法人の配当可能利益の額の

100分の90に相当する金額を超え

るものとしております。かかる方

針により、当期においては当期未

処分利益を超えない額で発行済投

資口数183,625口の整数倍数の最

大値となる1,396,468,125円を利

益分配金として分配することとい

たしました。 

なお、規約第34条第１項(4)に定

める利益を超えた金銭の分配は行

いません。 

本投資法人の規約第34条第１項

(2)に定める金銭の分配の方針に

従い、分配金の額は利益金額を限

度とし、かつ租税特別措置法第67

条の15及び租税特別措置法施行令

第39条の32の３に規定されている

本投資法人の配当可能利益の額の

100分の90に相当する金額を超え

るものとしております。かかる方

針により、当期においては当期未

処分利益を超えない額で発行済投

資口数183,625口の整数倍数の最

大値となる1,416,666,875円を利

益分配金として分配することとい

たしました。 

なお、規約第34条第１項(4)に定

める利益を超えた金銭の分配は行

いません。 
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（５）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前期 
(自 平成23年１月１日 

 至 平成23年６月30日) 

当期 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成23年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 1,398,060 1,418,301

減価償却費 1,068,424 1,080,173

長期前払費用償却額 240,896 214,193

受取利息 △1,717 △1,666

支払利息 509,018 464,048

固定資産除却損 20,443 16,862

営業未収入金の増減額（△は増加） △5,425 △579

未払消費税等の増減額（△は減少） 4,545 △9,789

営業未払金の増減額（△は減少） 71,451 △55,714

前受金の増減額（△は減少） 4,491 △10,713

前払費用の増減額（△は増加） 28,183 △41,587

長期前払費用の支払額 － △157,920

その他 9,128 △6,822

小計 3,347,500 2,908,785

利息の受取額 1,717 1,666

利息の支払額 △509,937 △489,248

法人税等の支払額 △1,428 △1,618

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,837,850 2,419,585

投資活動によるキャッシュ・フロー   

信託有形固定資産の取得による支出 △435,844 △387,371

預り敷金及び保証金の受入による収入 188,588 56,184

信託預り敷金及び保証金の受入による収入 210,138 32,726

預り敷金及び保証金の返還による支出 △480,039 △254,519

信託預り敷金及び保証金の返還による支出 △188,588 △43,679

信託預り敷金及び保証金対応信託預金の預入によ
る支出

△8,063 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △713,809 △596,659

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 － 17,800,000

長期借入金の返済による支出 △125,000 △17,925,000

分配金の支払額 △1,384,921 △1,399,646

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,509,921 △1,524,646

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 614,119 298,279

現金及び現金同等物の期首残高 11,997,087 12,611,207

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  12,611,207 ※1  12,909,486
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（６）継続企業の前提に関する注記

当期
（自 平成23年７月１日 
至 平成23年12月31日）  

  該当事項はありません。 

  

（７）重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法 有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用しております。 

 匿名組合出資については匿名組合に対する持分相当額を純額で取

り込む方法を採用しております。 

２．固定資産の減価償却の方法 (1)有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主な有形固定資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

信託建物        2～65年 

信託構築物       10～50年 

信託工具、器具及び備品 2～15年 

  (2)無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、ソフトウェアについては、本投資法人内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

  (3)長期前払費用 

定額法を採用しております。 

３．収益及び費用の計上基準 固定資産税等の処理方法 

保有する不動産等に係る固定資産税、都市計画税等については、

賦課決定された税額のうち当該決算期間に納付した額を賃貸事業費

用として費用処理する方法を採用しております。 

４．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合には特

例処理を採用しております。 

  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ取引 

  ヘッジ対象 

借入金金利 

  (3)ヘッジ方針 

本投資法人は財務方針に基づき投資法人規約に規定するリスクを

ヘッジする目的でデリバティブ取引を行っております。 

  (4)ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、ヘッジの有

効性の評価は省略しております。 

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、

手許現金及び信託現金、随時引出し可能な預金及び信託預金並びに容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなります。 

2012/02/13 14:35:4511809266_決算短信_20120213143503

- 16 -

ＭＩＤリート投資法人（3227）平成23年12月期決算短信



  

  

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 (1)不動産等を信託財産とする信託受益権に関する会計処理方法 

保有する不動産等を信託財産とする信託受益権につきましては、

信託財産内の全ての資産及び負債勘定並びに信託財産に生じた全て

の収益及び費用勘定について、貸借対照表及び損益計算書の該当勘

定科目に計上しております。 

なお、該当勘定科目に計上した信託財産のうち重要性がある下記

の科目については、貸借対照表において区分掲記することとしてお

ります。 

①信託現金及び信託預金 

②信託建物、信託構築物、信託工具、器具及び備品、信託土地 

③信託預り敷金及び保証金 

  (2)消費税等の処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

但し固定資産に係る控除対象外消費税は個々の資産の取得原価に

算入しております。 

（８）追加情報

当期
（自 平成23年７月１日 
至 平成23年12月31日）  

会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用 

 当計算期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

（９）財務諸表に関する注記事項

〔貸借対照表に関する注記〕

前期 
（平成23年６月30日現在） 

当期 
（平成23年12月31日現在） 

※１．投資信託及び投資法人に関する法律第67条第

４項に定める最低純資産額 

（単位:千円） 

※１．投資信託及び投資法人に関する法律第67条第

４項に定める最低純資産額 

  

 50,000   同 左   

2012/02/13 14:35:4511809266_決算短信_20120213143503

- 17 -

ＭＩＤリート投資法人（3227）平成23年12月期決算短信



  

  

〔損益計算書に関する注記〕

前期 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

当期 
（自 平成23年７月１日 
至 平成23年12月31日） 

※１．不動産賃貸事業損益の内訳  （単位：千円） ※１．不動産賃貸事業損益の内訳  （単位：千円） 

   

※２．特別利益の内訳 
受取保険金は、有形固定資産に付保されている地震保険による

保険金収入であります。 
  

※３．特別損失の内訳 
災害による損失は、東日本大震災に伴う有形固定資産の復旧費

用等であります。  

  

Ａ．不動産賃貸事業収益    

賃貸事業収入     

賃貸料 4,195,935   
共益費 1,037,088  

駐車場収入 146,416 5,379,440

その他賃貸事業収入    

水道光熱費収入 353,233  

解約違約金 8,668  

その他賃貸収入 21,880 383,783

不動産賃貸事業収益合計   5,763,224

     

Ｂ．不動産賃貸事業費用    
賃貸事業費用     

管理業務費 723,602   

水道光熱費 447,256   

公租公課 602,420   

損害保険料 27,992   

修繕費 130,566   

減価償却費 1,068,424   

固定資産除却損 20,443  

その他賃貸事業費用 33,372 3,054,078

不動産賃貸事業費用合計   3,054,078

     

Ｃ．不動産賃貸事業損益（Ａ－Ｂ）   2,709,145

  

※２．特別利益の内訳 
受取保険金は、有形固定資産に付保されている地震保険による

保険金収入であります。 
  

※３．特別損失の内訳 
災害による損失は、東日本大震災に伴う有形固定資産の復旧費

用等であります。  
  

Ａ．不動産賃貸事業収益    

賃貸事業収入     

賃貸料  4,176,446   
共益費  1,056,664  

駐車場収入  151,056 5,384,168

その他賃貸事業収入    

水道光熱費収入  366,237  

解約違約金  5,934  

その他賃貸収入  20,524 392,696

不動産賃貸事業収益合計   5,776,865

     

Ｂ．不動産賃貸事業費用     
賃貸事業費用     

管理業務費  704,073   

水道光熱費  496,647   

公租公課  600,644   

損害保険料  29,707   

修繕費  172,800   

減価償却費  1,080,173   

固定資産除却損  16,862  

その他賃貸事業費用  31,350 3,132,259

不動産賃貸事業費用合計   3,132,259

     

Ｃ．不動産賃貸事業損益（Ａ－Ｂ）   2,644,605

〔キャッシュ・フロー計算書に関する注記〕

前期 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

当期 
（自 平成23年７月１日 
至 平成23年12月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成23年６月30日現在）

（単位:千円）

現金及び預金  8,972,733   

信託現金及び信託預金  5,712,151   

信託預り敷金及び保証金

対応信託預金（注） 
 △2,073,677
  

現金及び現金同等物  12,611,207   

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成23年12月31日現在）

（単位:千円）

現金及び預金  9,411,546   

信託現金及び信託預金  5,571,618   

信託預り敷金及び保証金

対応信託預金（注） 
 △2,073,677
  

現金及び現金同等物  12,909,486   

（注）テナントから預かっている敷金及び保証金の

返還を目的とした信託預金 

（注）テナントから預かっている敷金及び保証金の

返還を目的とした信託預金 
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〔リース取引に関する注記〕

前期 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

当期 
（自 平成23年７月１日 
至 平成23年12月31日） 

オペレーティング・リース取引（貸主側） オペレーティング・リース取引（貸主側） 

  

未経過リース料 (単位：千円)

１年以内  554,071   

１年超  2,667,892   

合計  3,221,964   

未経過リース料 (単位：千円)

１年以内  634,242   

１年超  2,897,258   

合計  3,531,500   

オペレーティング・リース取引（借主側） オペレーティング・リース取引（借主側） 

未経過リース料 （単位：千円）

１年以内  6,036   

１年超  52,815   

合計  58,851   

未経過リース料 （単位：千円）

１年以内  6,036   

１年超  49,797   

合計  55,833   

〔金融商品に関する注記〕

前期 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

当期 
（自 平成23年７月１日 
至 平成23年12月31日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

 本投資法人は、資産の取得、修繕費若しくは分

配金の支払い、本投資法人の運営に要する資金、

若しくは債務の弁済（敷金・保証金並びに借入金

及び投資法人債の債務の返済を含みます。）等に

手当てされる資金を、借入れ又は投資法人債によ

り調達する方針であります。なお、平成23年６月

30日現在、投資法人債の発行はありません。 

 デリバティブ取引については、金利変動リスク

その他のリスクをヘッジすることを目的とした取

引に限るものとし、投機的な取引は行いません。 

 余剰資金については、換金性及び安全性を考慮

した運用を行います。 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

 本投資法人は、資産の取得、修繕費若しくは分

配金の支払い、本投資法人の運営に要する資金、

若しくは債務の弁済（敷金・保証金並びに借入金

及び投資法人債の債務の返済を含みます。）等に

手当てされる資金を、借入れ又は投資法人債によ

り調達する方針であります。なお、平成23年12月

31日現在、投資法人債の発行はありません。 

 デリバティブ取引については、金利変動リスク

その他のリスクをヘッジすることを目的とした取

引に限るものとし、投機的な取引は行いません。 

 余剰資金については、換金性及び安全性を考慮

した運用を行います。  

    

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管

理体制 

 借入金によって調達した資金は、不動産信託受

益権の取得又は既存の借入金の返済等に充当して

おります。 

 借入金並びに預り敷金及び保証金は、流動性リ

スクに晒されておりますが、本投資法人では借入

金の返済期限の分散化等を図るとともに、本資産

運用会社の財務企画部が適時に資金繰り計画を作

成・更新することにより、手許流動性を把握し、

当該リスクを管理しております。 

 変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒さ

れておりますが、支払金利の変動リスクを抑制す

るために、金利スワップ取引をヘッジ手段として

利用しております。本投資法人は、借入金全体に

占める変動金利の割合を金融環境に応じて調整す

ることにより、当該リスクを管理しております。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管

理体制 

    同 左  
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前期 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

当期 
（自 平成23年７月１日 
至 平成23年12月31日） 

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足

説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額の

ほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定にお

いては一定の前提条件を採用しているため、異な

る前提条件によった場合、当該価額が異なること

もあります。 

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足

説明 

    同 左  

    

２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成23年６月30日における貸借対照表計上額、時

価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。 

 なお、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるものは、次表には含めておりません（（注２）

をご参照下さい。）。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成23年12月31日における貸借対照表計上額、時

価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。 

 なお、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるものは、次表には含めておりません（（注２）

をご参照下さい。）。 

  

  

（単位：千円）

  貸借対照表 
計上額 時価 差額

（１）現金及び預金  8,972,733 8,972,733 －

（２）信託現金及び

信託預金 
 5,712,151 5,712,151 －

資産合計  14,684,885 14,684,885 －

（３）１年内返済予

定の長期借入

金 
 18,050,000 18,061,880 11,880

（４）長期借入金  54,125,000 54,074,984 △50,015

負債合計  72,175,000 72,136,865 △38,134

（５）デリバティブ

取引 
 － － －

  

（単位：千円）

 
貸借対照表 

計上額 時価 差額

（１）現金及び預金  9,411,546  9,411,546 －

（２）信託現金及び

信託預金 
 5,571,618  5,571,618 －

資産合計  14,983,164  14,983,164 －

（３）１年内返済予

定の長期借入

金 
 14,750,000  14,750,443 443

（４）長期借入金  57,300,000  57,546,141 246,141

負債合計  72,050,000  72,296,585 246,585

（５）デリバティブ

取引 
 －  － －

（注１）金融商品の時価の算定方法 

（１）現金及び預金並びに（２）信託現金及び信託預金 

これらは短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近

似していることから、当該帳簿価額によっております。 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

（１）現金及び預金並びに（２）信託現金及び信託預金 

これらは短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近

似していることから、当該帳簿価額によっております。 
（３）１年内返済予定の長期借入金及び（４）長期借入金 

これらのうち、変動金利によるものは、短期間で市場金

利が反映されるため、時価が帳簿価額に近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。固定金利によ

るものは、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の

元利金の合計額（金利スワップの特例処理の対象とされ

た長期借入金（下記（５）デリバティブ取引をご参照下

さい。）については、その金利スワップのレートによる

元利金の合計額）を同様の新規借入を行った場合に想定

される利率で割り引いて算定する方法によっておりま

す。 
（５）デリバティブ取引 

後記「デリバティブ取引に関する注記」をご参照下さ

い。 

  

（３）１年内返済予定の長期借入金及び（４）長期借入金 

これらのうち、変動金利によるものは、短期間で市場金

利が反映されるため、時価が帳簿価額に近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。固定金利によ

るものは、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の

元利金の合計額（金利スワップの特例処理の対象とされ

た長期借入金（下記（５）デリバティブ取引をご参照下

さい。）については、その金利スワップのレートによる

元利金の合計額）を同様の新規借入を行った場合に想定

される利率で割り引いて算定する方法によっておりま

す。 
（５）デリバティブ取引 

後記「デリバティブ取引に関する注記」をご参照下さ

い。 
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前期 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

当期 
（自 平成23年７月１日 
至 平成23年12月31日） 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 （注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

  

区分 貸借対照表計上額
（千円） 

①匿名組合出資持分 191,400

②預り敷金及び保証金 8,409,595

③信託預り敷金及び保証金 2,087,330

区分
貸借対照表計上額

（千円） 

①匿名組合出資持分 187,121

②預り敷金及び保証金 8,325,873

③信託預り敷金及び保証金 2,076,377

①匿名組合出資持分 

匿名組合出資持分に関しては市場価格がなく、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるため、時価開示の対象とは

しておりません。 

②預り敷金及び保証金並びに③信託預り敷金及び保証金 

賃借人の入居から退去までの実質的な預託期間を算定するこ

とが困難であり、合理的に将来キャッシュ・フローを見積も

ることができないことから、時価を把握することが極めて困

難と認められるため、時価開示の対象とはしておりません。 

①匿名組合出資持分 

匿名組合出資持分に関しては市場価格がなく、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるため、時価開示の対象とは

しておりません。 

②預り敷金及び保証金並びに③信託預り敷金及び保証金 

賃借人の入居から退去までの実質的な預託期間を算定するこ

とが困難であり、合理的に将来キャッシュ・フローを見積も

ることができないことから、時価を把握することが極めて困

難と認められるため、時価開示の対象とはしておりません。 

（注３）金銭債権の決算日後の償還予定額 （注３）金銭債権の決算日後の償還予定額 

  

（単位：千円）

  １年以内 １年超 
２年以内 

２年超 
３年以内 

３年超 
４年以内 

４年超
５年以内 ５年超 

現金及び 
預金  8,972,733 －  －  － － －

信託現金及

び信託預金  5,712,151 －  －  － － －

合計  14,684,885 －  －  － － －

（単位：千円）

 １年以内
１年超
２年以内 

２年超 
３年以内 

３年超 
４年以内 

４年超
５年以内 ５年超

現金及び

預金 9,411,546 －  －  － － －

信託現金及

び信託預金
5,571,618 －  －  － － －

合計 14,983,164 －  －  － － －

（注４）借入金の決算日後の返済予定額 （注４）借入金の決算日後の返済予定額 
（単位：千円）

  １年以内 １年超 
２年以内 

２年超 
３年以内 

３年超 
４年以内 

４年超
５年以内

５年超 

長期 
借入金  18,050,000 14,750,000  28,750,000  250,000 6,750,000 3,625,000

（単位：千円）

 １年以内
１年超
２年以内 

２年超 
３年以内 

３年超 
４年以内 

４年超
５年以内 ５年超

長期

借入金 14,750,000 28,750,000  14,050,000  6,750,000 4,250,000 3,500,000
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〔デリバティブ取引に関する注記〕

前期 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

当期 
（自 平成23年７月１日 
至 平成23年12月31日） 

１．ヘッジ会計が適用されていないもの 

 該当事項はありません。 

１．ヘッジ会計が適用されていないもの 

同 左 

    

２．ヘッジ会計が適用されているもの 

 ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又

は契約において定められた元本相当額等は、下記の

とおりであります。 

２．ヘッジ会計が適用されているもの 

 ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又

は契約において定められた元本相当額等は、下記の

とおりであります。 

ヘッジ会
計の方法 

デリバテ
ィブ取引
の種類等 

主なヘッ
ジ対象 

契約額等（千円） 
時価

当該時
価の算
定方法  うち１年超

金利スワ

ップの特

例処理 

金利スワ

ップ取引 
支払固定 
・受取変

動 

長期 
借入金  41,800,000 24,000,000 ※ ―

ヘッジ会
計の方法

デリバテ
ィブ取引
の種類等 

主なヘッ
ジ対象 

契約額等（千円） 
時価

当該時
価の算
定方法  うち１年超 

金利スワ

ップの特

例処理 

金利スワ

ップ取引 
支払固定 
・受取変

動 

長期

借入金  37,800,000  37,800,000 ※ ―

※金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象

とされている長期借入金と一体として処理されてい

るため、その時価は、当該長期借入金の時価に含め

て記載しております（前記「金融商品に関する注記 

２．金融商品の時価等に関する事項」をご参照下さ

い。）。 

※金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象

とされている長期借入金と一体として処理されてい

るため、その時価は、当該長期借入金の時価に含め

て記載しております（前記「金融商品に関する注記 

２．金融商品の時価等に関する事項」をご参照下さ

い。）。 
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〔セグメント情報等に関する注記〕

前期 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

当期 
（自 平成23年７月１日 
至 平成23年12月31日） 

１．セグメント情報 

 本投資法人は、不動産賃貸事業の単一セグメント

であるため、記載を省略しております。 

  

１．セグメント情報 

  同 左 

  

  

２．関連情報 

（１）製品及びサービスごとの情報 

 単一の製品・サービスの区分の外部顧客への

売上高が損益計算書の営業収益の90％を超える

ため、記載を省略しております。 

  

２．関連情報 

（１）製品及びサービスごとの情報 

  同 左 

  

（２）地域ごとの情報 

① 売上高 

 本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の

営業収益の90％を超えるため、記載を省略し

ております。 

  

（２）地域ごとの情報 

① 売上高 

  同 左 

  

② 有形固定資産 

 本邦に所在している有形固定資産の金額が

貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超

えるため、記載を省略しております。 

  

② 有形固定資産 

  同 左 

  

（３）主要な顧客ごとの情報 （３）主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円） （単位：千円） 

  

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント

パナソニック株式会社  1,071,681 不動産賃貸事業

イオンリテール株式会社  726,000 不動産賃貸事業

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント

パナソニック株式会社  1,071,456 不動産賃貸事業

イオンリテール株式会社  726,000 不動産賃貸事業
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〔賃貸等不動産に関する注記〕

前期 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

当期 
（自 平成23年７月１日 
至 平成23年12月31日） 

  本投資法人は、大阪府その他の地域において、賃貸

オフィスビル等を有しております。これら賃貸等不動

産に関する平成23年６月30日現在の貸借対照表計上

額、当期増減額及び時価は、以下のとおりでありま

す。 

 本投資法人は、大阪府その他の地域において、賃貸

オフィスビル等を有しております。これら賃貸等不動

産に関する平成23年12月31日現在の貸借対照表計上

額、当期増減額及び時価は、以下のとおりでありま

す。 

  

  （単位：千円）

貸借対照表計上額 
当期末
の時価 

当期首残高 当期増減額 当期末残高 

 161,836,211  △667,857 161,168,353 137,250,000

（単位：千円）

貸借対照表計上額 
当期末
の時価 

当期首残高 当期増減額 当期末残高 

161,168,353  △604,038  160,564,315 136,550,000

（注１）該当する賃貸等不動産の概要については、後記「５．参

考情報 （２）投資不動産物件」をご覧下さい。 
（注２）貸借対照表計上額は、取得価額（取得に係る諸経費を含

みます。）から減価償却累計額を控除した価額でありま

す。  

（注１）該当する賃貸等不動産の概要については、後記「５．参

考情報 （２）投資不動産物件」をご覧下さい。 
（注２）貸借対照表計上額は、取得価額（取得に係る諸経費を含

みます。）から減価償却累計額を控除した価額でありま

す。  
（注３）当期増減額のうち、主な減少額は減価償却費の計上によ

るものであります。 

（注３）当期増減額のうち、主な減少額は減価償却費の計上によ

るものであります。 
（注４）当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額

を記載しております。 

（注４）当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額

を記載しております。 

  

 なお、賃貸等不動産に関する平成23年６月期におけ

る損益につきましては、前記「損益計算書に関する注

記」をご覧下さい。 

  

 なお、賃貸等不動産に関する平成23年12月期におけ

る損益につきましては、前記「損益計算書に関する注

記」をご覧下さい。 
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（注）１口当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

  

（開示の省略）  

 投資主資本等変動計算書、有価証券、関連当事者との取引、税効果会計、資産除去債務及び退職給付に関する

注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略いたします。 

  

 最近の有価証券報告書（平成23年９月27日提出）における記載から重要な変更がないため開示を省略いたし

ます。 

  

  

〔１口当たり情報に関する注記〕

前期 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

当期 
（自 平成23年７月１日 
至 平成23年12月31日） 

１口当たり純資産額 499,763円  １口当たり純資産額 499,873円  

１口当たり当期純利益 7,604円  １口当たり当期純利益 7,714円  

潜在投資口調整後１口当たり当期純利益について

は、潜在投資口がないため記載しておりません。 

同 左  

  
前期

（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

当期 
（自 平成23年７月１日 
至 平成23年12月31日） 

当期純利益（千円）  1,396,430  1,416,655

普通投資主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通投資口に係る当期純利益（千円）  1,396,430  1,416,655

期中平均投資口数（口）  183,625  183,625

〔重要な後発事象に関する注記〕

当期
（自 平成23年７月１日 
至 平成23年12月31日）  

該当事項はありません。 

（10）発行済投資口数の増減
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（１）本投資法人の役員の異動 

 該当事項はありません。 

  

  

（２）資産運用会社の役員の異動 

 平成23年９月13日付にて諸泉信男が代表取締役社長を退任し、同日付にて後藤智之が代表取締役社長に就任い

たしました。また、平成23年９月30日付にて泉谷篤史が取締役を退任いたしました。 

  

４．役員の異動

役職名 氏名 主要略歴
所有
株式数 

代表取締役 

社長 
後藤 智之 

昭和60年４月 住友信託銀行株式会社入社 

 0

平成11年10月 同社 不動産投資顧問部 主任調査役 

平成15年４月 同社 不動産業務部 企画グループ グループマネージャー 

平成17年６月 同社 不動産投資顧問部 次長 

平成18年10月 住信不動産投資顧問株式会社出向 常務取締役 

平成21年５月 住友信託銀行株式会社 不動産投資事業部 部長 

平成21年６月 トップリート・アセットマネジメント株式会社 非常勤取締役 

平成21年６月 住信不動産投資顧問株式会社 非常勤取締役 

平成23年４月 住友信託銀行株式会社 本店支配人 

平成23年６月 ＭＩＤリートマネジメント株式会社出向 顧問 

平成23年９月 同社入社 顧問 

平成23年９月 同社 代表取締役社長（現職） 

常務取締役 

財務企画部 

部長 

齋藤 裕孝 

昭和60年３月 松下興産株式会社（現豊秀興産株式会社）入社 

 0

平成15年10月 同社 経理部 

平成17年４月 ＭＩＤホールディングス株式会社転籍 

平成17年11月 ＭＩＤ都市開発株式会社 財務経理部 

平成18年６月 同社 財務経理部 部長 

平成19年７月 同社 執行役員 

平成20年７月 同社 事業管理部 部長 

平成20年８月 ＭＩＤアセットマネジメント株式会社 非常勤監査役 

平成20年８月 ＭＩＤリートマネジメント株式会社 非常勤監査役 

平成21年４月 ＭＩＤ都市開発株式会社 経理部 理事 

平成21年５月 ＭＩＤリートマネジメント株式会社出向 常務取締役（現職） 

平成22年６月 同社 財務企画部 部長（現職） 

常務取締役 

投資運用部 

部長 

飯嶋 紀行 

昭和62年３月 松下興産株式会社（現豊秀興産株式会社）入社 

 0

平成14年４月 同社 経営企画部 

平成17年４月 ＭＩＤホールディングス株式会社転籍 

平成17年７月 松下興産株式会社（現ＭＩＤ都市開発株式会社）マネジメント 

事業本部 ファンド部 部長 

平成17年９月 ＭＩＤリートマネジメント株式会社 非常勤取締役 

平成18年11月 ＭＩＤ都市開発株式会社 ファンド事業推進室 室長 

マネジメント事業本部アセットマネジメント１部 部長 

平成19年４月 同社 投資開発本部 副本部長 

平成19年７月 同社 執行役員 

平成19年11月 ＭＩＤアセットマネジメント株式会社 非常勤取締役 

平成20年４月 ＭＩＤ都市開発株式会社 ビル事業本部 副本部長 

平成20年５月 ＭＩＤリートマネジメント株式会社 非常勤取締役 

平成21年４月 ＭＩＤ都市開発株式会社 マネジメント事業部 事業企画部 

部長 

平成23年４月 ＭＩＤリートマネジメント株式会社 常務取締役（現職） 

平成23年６月 同社 投資運用部 部長（現職） 
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（注１）ＭＩＤホールディングス株式会社とＭＩＤ都市開発株式会社は、平成19年４月１日付で合併し、ＭＩＤ都市開発株式会社が吸収合併

存続会社となっております。 
（注２）ＭＩＤアセットマネジメント株式会社は平成23年９月30日をもって解散しております 。  

  

役職名 氏名 主要略歴
所有
株式数 

取締役 

（非常勤） 
野尻 善嗣 

昭和61年４月 関西電力株式会社入社 

 0

平成９年６月 同社 経理室 決算課附 電気事業連合会出向 

平成11年６月 同社 秘書室 秘書課 副長 

平成13年６月 同社 大阪南支店 支店長室 経理グループ 

チーフマネジャー 

平成15年12月 同社 グループ経営推進本部 グループ経営管理支援グループ 

マネジャー 

平成17年６月 同社 東京支社 事務課長 

平成21年６月 同社 グループ経営推進本部 グループ経営企画グループ 

マネジャー（現職） 

平成21年12月 ＭＩＤリートマネジメント株式会社 非常勤取締役（現職） 

監査役 

（非常勤） 
石黒 敦 

昭和53年４月 日商岩井株式会社（現双日株式会社）入社 

 0

平成７年４月 同社 シンガポール店 開発建設課 

平成13年６月 同社 東京本社 都市開発建設部 

平成16年１月 株式会社インシュアードキャピタル 取締役 

平成16年11月 株式会社クラスターキャピタル 取締役 

平成18年８月 ＭＩＤホールディングス株式会社入社 

平成18年11月 同社 執行役員 

平成19年１月 ＭＩＤ都市開発株式会社 取締役（現職） 

平成19年２月 ＭＩＤホールディングス株式会社 取締役 

平成19年３月 ＭＩＤリートマネジメント株式会社 非常勤取締役 

平成19年６月 ＭＩＤファシリティマネジメント株式会社 非常勤監査役（現

職） 

平成19年６月 ＭＩＤ都市開発株式会社 常務執行役員（現職） 

平成19年11月 ＭＩＤアセットマネジメント株式会社 非常勤取締役 

平成20年７月 ＭＩＤ都市開発株式会社 財務部 部長（現職） 

平成21年５月 ＭＩＤプロパティマネジメント株式会社 非常勤監査役（現

職） 

平成21年５月 ＭＩＤアセットマネジメント株式会社 非常勤監査役 

平成21年５月 ＭＩＤリートマネジメント株式会社 非常勤監査役（現職） 
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本投資法人の平成23年12月31日現在における投資状況の概況は以下のとおりであります。 

  

（注１）「保有総額」は貸借対照表計上額（信託不動産については、減価償却後の帳簿価額の合計額）を記載しております。 

（注２）「対総資産比率」は小数第２位を四捨五入して記載しております。そのため、記載されている数値を合算した数値が「小計」欄及び

   「資産総額計」欄の記載数値とは必ずしも一致しない場合があります。 

（注３）大阪圏とは大阪府、兵庫県及び京都府を指します。 

（注４）「桜通ＭＩＤビル」の開発を行う桜通開発合同会社を営業者とする匿名組合に係る匿名組合出資持分（以下「本匿名組合出資持分」

    といいます。）であります。 

（注５）（ ）内の数値は、対象資産中に占める実質的に不動産等の保有に相当する部分を記載しております。 

（注６）負債総額及び純資産総額の金額は、貸借対照表における負債合計額及び純資産合計額を記載しております。 

（注７）金額については、百万円未満を切り捨てて記載しております。 

  

５．参考情報

（１）投資状況

資産の種類 地域 

前期
（平成23年６月30日現在） 

当期 
（平成23年12月31日現在） 

保有総額
（百万円） 
（注１） 

対総資産比率
（％） 
（注２） 

保有総額 
（百万円） 
（注１） 

対総資産比率
（％） 
（注２） 

信託不動産 

大阪圏（注３）  134,730  76.2  134,233  76.0

首都圏、並びに大阪圏を除

く政令指定都市及びそれに

準ずる主要都市 

 26,438  14.9  26,331  14.9

小計  161,168  91.1  160,564  90.9

匿名組合出資持分（注４）  191  0.1  187  0.1

預金・その他資産  15,526  8.8  15,810  9.0

資産総額計（注５） 
 176,885  100.0  176,561  100.0

(161,359) (91.2) ( ) 160,751 ( )91.0

   前期
（平成23年６月30日現在） 

当期 
（平成23年12月31日現在） 

金額（百万円） 
（注６） 

対総資産比率（％）
（注２） 

金額（百万円） 
（注６） 

対総資産比率（％）
（注２） 

負債総額  85,116  48.1  84,772  48.0

純資産総額  91,769  51.9  91,789  52.0

資産総額  176,885  100.0  176,561  100.0
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 本投資法人の平成23年12月31日現在における保有資産（12物件）の概要は以下のとおりであります。   

① 投資不動産物件の価格及び投資比率 

（注１）「取得価格」は、各信託受益権の売買契約書に記載された売買金額を記載しております（取得に係る諸経費、固定資産税等及

び消費税等は含みません。）。 
（注２）「貸借対照表計上額」は、当該資産の取得価額（取得に係る諸経費を含みます。）から減価償却累計額を控除した価額であり

ます。 
（注３）「期末算定価額」は、投資法人の計算に関する規則、投資法人規約に定める資産評価の方法及び基準並びに社団法人投資信託

協会の定める規則に基づき、森井総合鑑定株式会社、株式会社谷澤総合鑑定所、大和不動産鑑定株式会社、一般財団法人日本

不動産研究所が作成した平成23年12月31日を価格時点とする不動産鑑定評価書に基づいております。 
（注４）「投資比率」は、取得価格の総額に対する各取得価格の比率をいい、小数第２位以下を四捨五入して記載しております。その

ため、記載されている数値を合算した数値が、「小計」欄及び「合計」欄の記載数値とは必ずしも一致しない場合がありま

す。 
（注５）「担保設定の有無」は、不動産信託受益権に対する質権設定の有無を記載しております。 
（注６）ツイン21（底地一部）の信託受益権を含んでおります。 
（注７）平成24年１月１日付で物件名称がパナソニック大阪京橋ビルへ変更されております。 
（注８）平成23年11月21日付で物件名称がイオン津田沼ショッピングセンターからイオンモール津田沼へ変更されております。 
（注９）金額については、百万円未満を切り捨てて記載しております。 
（注10）本投資法人は、上記の表に記載の資産のほか、平成19年11月29日、平成20年１月30日、平成20年９月29日及び平成21年２月26

日に本匿名組合出資持分を取得しております。 
  

（２）投資不動産物件

用途 地域 物件 
番号 物件名称 資産の種類

取得価格
(百万円) 
(注１) 

貸借対照表
計上額 

(百万円) 
(注２) 

期末
算定価額 
(百万円) 
(注３) 

算定機関 

投資
比率 

（％）
(注４)

担保
設定の
有無 
(注５)

オ 

フ 

ィ 

ス 

ビ 

ル 

大阪圏 

  

１ ツイン21(注６) 信託受益権 68,700 69,203  59,000
森井総合鑑定

株式会社 42.6 無

２ 松下ＩＭＰビル 信託受益権 24,600 24,078  20,300
株式会社谷澤

総合鑑定所 15.3 無

３ 
パナソニック

電工ビル(注７) 
信託受益権 7,620 7,512  6,740

森井総合鑑定

株式会社 4.7 無

４ 
御堂筋ＭＩＤ

ビル 
信託受益権 8,290 8,954  7,150

株式会社谷澤

総合鑑定所 5.1 無

５ 
ＭＩＤ 
ＲＥＩＴ京橋

ビル 
信託受益権 2,300 2,214  1,250

株式会社谷澤

総合鑑定所 1.4 無

１０ ＭＩＤ今橋ビル 信託受益権 3,270 3,321  2,310
株式会社谷澤

総合鑑定所 2.0 無

１１ 
ＭＩＤ御堂筋

瓦町ビル 
信託受益権 2,000 2,001  1,360

株式会社谷澤

総合鑑定所 1.2 無

１２ 北浜ＭＩＤビル 信託受益権 10,800 10,826  8,640

一般財団法人

日本不動産研

究所 
6.7 無

１３ 
ＭＩＤ西本町

ビル 
信託受益権 3,550 3,509  2,170

一般財団法人

日本不動産研

究所 
2.2 無 

首都圏、並びに大

阪圏を除く政令指

定都市及びそれに

準ずる主要都市 

７ 
ＭＩＤ芝金杉橋

ビル 
信託受益権 1,160 1,133  1,150

株式会社谷澤

総合鑑定所 0.7 無

小計   132,290 132,756  110,070   82.1   

商 

業 

施 

設 

大阪圏 ８ 
コナミスポーツ

クラブ京橋 
信託受益権 2,780 2,610  2,780

大和不動産鑑

定株式会社 1.7 無

首都圏、並びに大

阪圏を除く政令指

定都市及びそれに

準ずる主要都市 

９ 
イオンモール

津田沼(注８) 
信託受益権 26,100 25,197  23,700

大和不動産鑑

定株式会社 16.2 無

小計   28,880 27,807  26,480   17.9  

合計   161,170 160,564  136,550   100.0  
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② 投資不動産の概要 

 平成23年12月31日現在の保有資産に係る信託受益権の信託財産である不動産（以下「信託不動産」といいま

す。）は以下のとおりであります。  

  

（イ）信託不動産の用途、地域、名称、所在地、資産の種類、構造・階数、竣工年月、所有形態 

（注１）構造・階数については、登記簿上の表示をもとに記載しております。 

（注２）竣工年月については、登記簿上の表示をもとに記載しております。 

（注３）一部借地権になっておりますが、本投資法人が、当該借地部分を保有しております。 

（注４）ツイン21（底地一部）は、登記簿上の記載に基づいております。 

（注５）平成24年１月１日付で物件名称がパナソニック大阪京橋ビルへ変更されております。 

（注６）平成23年11月21日付で物件名称がイオン津田沼ショッピングセンターからイオンモール津田沼へ変更されております。 

（注７）本投資法人は、上記の表に記載の資産のほか、平成19年11月29日、平成20年１月30日、平成20年９月29日及び平成21年２月26

日に本匿名組合出資持分を取得しております。 

用途 地域 物件
番号

物件名称 所在地
（住居表示） 資産の種類

構造・階数 
(注１) 

竣工年月 
（注２） 

所有形態

土地 建物

オ 
フ 
ィ 

ス 

ビ 
ル 

大阪圏  

1-1 ツイン21 
大阪市中央区城見 
二丁目１番61号 

信託受益権

ＳＲＣ造陸屋根・

ガラス板葺地下 
１階付38階建、 

ＲＣ造陸屋根・ 

銅板葺地下１階建 

昭和61年 
３月 

所有権 
（注３）

所有権 

1-2
ツイン21 

（底地一部） 

大阪市中央区城見 
二丁目１番２号 
（注４） 

信託受益権 ― ― 所有権 ― 

2 松下ＩＭＰビル 
大阪市中央区城見 
一丁目３番７号 

信託受益権

Ｓ・ＳＲＣ造 
陸屋根地下２階付

26階建 

平成２年 
２月 

平成15年 

11月増築 

所有権 所有権 

3 
パナソニック電工

ビル（注５） 

大阪市中央区城見 

二丁目１番３号 
信託受益権

ＳＲＣ造陸屋根 

地下１階付８階建 

昭和49年 

８月 
所有権 所有権 

4 御堂筋ＭＩＤビル 
大阪市中央区南船場

四丁目３番２号  
信託受益権

Ｓ・ＲＣ造陸屋根

地下２階付12階建 

昭和55年 

10月 
平成21年 
12月増築 

所有権 所有権 

5 
ＭＩＤ ＲＥＩＴ

京橋ビル 

大阪市都島区東野田

町一丁目５番14号 
信託受益権

Ｓ造陸屋根・合金

メッキ鋼板葺 

９階建 

平成12年 

２月 
所有権 所有権 

10 ＭＩＤ今橋ビル 
大阪市中央区今橋 
二丁目３番16号 

信託受益権
Ｓ・ＲＣ造陸屋根

地下２階付11階建 

平成２年 
10月 

所有権 所有権 

11 
ＭＩＤ御堂筋瓦町

ビル 

大阪市中央区瓦町 
四丁目３番７号 

信託受益権
ＳＲＣ造陸屋根６

階建 

平成10年 
３月 

所有権 所有権 

12 北浜ＭＩＤビル 
大阪市中央区道修町 

一丁目６番７号 
信託受益権

Ｓ・ＳＲＣ造 

陸屋根地下１階付

18階建 

平成20年 

２月 
所有権 所有権 

13 ＭＩＤ西本町ビル 
大阪市西区阿波座 
一丁目６番１号 

信託受益権
Ｓ・ＲＣ造陸屋根

地下３階付９階建 

平成元年 

３月 
所有権 所有権 

首都圏、並びに

大阪圏を除く政

令指定都市及び

それに準ずる主

要都市  

7 
ＭＩＤ芝金杉橋 

ビル 

東京都港区芝 

一丁目４番３号 
信託受益権

ＳＲＣ造陸屋根 

地下１階付９階建 

平成７年 

１月 
所有権 所有権 

商 

業 

施 
設 

大阪圏  8 
コナミスポーツ 
クラブ京橋 

大阪市都島区東野田

町一丁目８番17号 
信託受益権

Ｓ造亜鉛メッキ 
鋼板葺７階建 

平成11年 
６月 

所有権 所有権 

首都圏、並びに

大阪圏を除く政

令指定都市及び

それに準ずる主

要都市 

9 
イオンモール 

津田沼（注６） 

千葉県習志野市津田

沼一丁目23番１号 
信託受益権

Ｓ造陸屋根地下 

１階付５階建 

平成15年 

９月 

平成19年 
12月増築 

所有権 所有権 

2012/02/13 14:35:4511809266_決算短信_20120213143503

- 30 -

ＭＩＤリート投資法人（3227）平成23年12月期決算短信



（ロ）期末算定価額の概要 

本投資法人は平成23年12月31日現在の各保有資産について、森井総合鑑定株式会社、株式会社谷澤総合鑑

定所、大和不動産鑑定株式会社及び一般財団法人日本不動産研究所から不動産鑑定評価書を取得しておりま

す。なお、森井総合鑑定株式会社、株式会社谷澤総合鑑定所、大和不動産鑑定株式会社及び一般財団法人日

本不動産研究所と本投資法人及び本資産運用会社との間には、特別の利害関係はありません。 

平成23年12月31日現在の各保有資産に係る期末算定価額の概要は以下のとおりであります。 

（注１）「期末算定価額」は、投資法人の計算に関する規則、投資法人規約に定める資産評価の方法及び基準並びに社団法人投資

信託協会の定める規則に基づき、森井総合鑑定株式会社、株式会社谷澤総合鑑定所、大和不動産鑑定株式会社、一般財団

法人日本不動産研究所が作成した平成23年12月31日を価格時点とする不動産鑑定評価書に基づいております。 

（注２）ツイン21（底地一部）の信託受益権を含んでおります。 

（注３）平成24年１月１日付で物件名称がパナソニック大阪京橋ビルへ変更されております。 

（注４）平成23年11月21日付で物件名称がイオン津田沼ショッピングセンターからイオンモール津田沼へ変更されております。 

（注５）金額については、百万円未満を切り捨て、各種比率等については小数第２位を四捨五入して記載しております。 

（注６）本投資法人は、上記の表に記載の資産のほか、平成19年11月29日、平成20年１月30日、平成20年９月29日及び平成21年２

月26日に本匿名組合出資持分を取得しております。 

  

物件 
番号 物件名称 算定機関 

  期末算定価額（百万円）（注１） 

 
積算価格

（百万円）

直接還元法 ＤＣＦ法

価格
（百万円）

還元
利回り 

価格 
（百万円） 割引率

最終還元
利回り 

1 
ツイン21 
(注２) 

森井総合鑑定 
株式会社 

59,000 40,500 60,000 ％5.2  58,000 ％4.9 ％5.4

2 松下ＩＭＰビル 
株式会社 

谷澤総合鑑定所 
20,300 19,900 20,100 ％5.5  20,400 ％5.7 ％5.8

3 
パナソニック 

電工ビル(注３) 

森井総合鑑定 

株式会社 
6,740 3,920 6,840 ％5.6  6,630 ％5.2 ％5.9

4 
御堂筋ＭＩＤ 
ビル 

株式会社 
谷澤総合鑑定所 

7,150 8,590 7,130 ％4.9  7,160 ％5.0 ％5.2

5 
ＭＩＤ ＲＥＩＴ 
京橋ビル 

株式会社 
谷澤総合鑑定所 

1,250 1,250 1,240 ％6.1  1,250 ％6.1 ％6.4

7 
ＭＩＤ芝金杉橋 

ビル 

株式会社 

谷澤総合鑑定所 
1,150 1,260 1,170 ％5.5  1,140 ％5.4 ％5.7

8 
コナミスポーツ

クラブ京橋 

大和不動産鑑定 

株式会社 
2,780 2,240 2,810 ％6.0  2,770 ％5.8 ％6.2

9 
イオンモール 
津田沼(注４) 

大和不動産鑑定 
株式会社 

23,700 18,500 24,000 ％5.4  23,600 ％5.1 ％5.7

10 ＭＩＤ今橋ビル 
株式会社 
谷澤総合鑑定所 

2,310 1,960 2,290 ％5.5  2,320 ％5.6 ％5.8

11 
ＭＩＤ御堂筋 

瓦町ビル 

株式会社 

谷澤総合鑑定所 
1,360 1,360 1,380 ％5.9  1,350 ％6.0 ％6.2

12 北浜ＭＩＤビル 
一般財団法人 

日本不動産研究所 
8,640 7,010 8,690 ％5.1  8,580 ％4.9 ％5.3

13 
ＭＩＤ西本町 
ビル 

一般財団法人 
日本不動産研究所 

2,170 1,850 2,180 ％5.4  2,150 ％5.2 ％5.6

合計 136,550 108,340 137,830 ―  135,350 ― ― 

2012/02/13 14:35:4511809266_決算短信_20120213143503

- 31 -

ＭＩＤリート投資法人（3227）平成23年12月期決算短信



（ハ）地震リスク分析等の概要 

本投資法人は、運用資産を取得する際のデュー・ディリジェンスとして、株式会社イー・アール・エス及

び応用アール・エム・エス株式会社に依頼し、地震リスク分析の評価を行っております。当該分析では、建

物の耐震性能、地震危険度及び地盤条件を含めた総合的な評価結果に基づき、地震による建物のＰＭＬ値

（予想最大損失率）（注１）が算定されております。 

  

地震リスク分析結果の内容 

（注１）「ＰＭＬ」は、不動産・保険業界において「予想最大損失率」として訳されており、建物に関する地震リスクの評価指標と

して用いられております。但し、統一された厳密な定義はなく、目的や用途に応じて様々に定義されております。 

 本書においては、株式会社イー・アール・エス、応用アール・エム・エス株式会社により算出された損失額及び年超過確

率の関係を表す「リスクカーブ」から「再現期間475年に対する建物の予想損失額」を「再調達価格」で除した値の百分率を

算出し、これを「ＰＭＬ（予想最大損失率）」と定義しております。 

 分析においては、応用アール・エム・エス株式会社所有の自然災害リスク分析ソフトウェアRiskLink®を用い、また現地調

査、建物状況の評価、設計図書との整合性の確認、独自の構造検討を行い個別建物の地震時脆弱性を検討し、建物に固有な

損失率曲線を評価しております。ここで再現期間475年とは、建物使用期間50年に10％の確率で起こる事象に相当します。 

 但し、予想損失には、地震動による建物（構造部材・非構造部材・建築設備）のみの直接損失に関するものであり、機

器、家具、什器等の被害や地震後の水又は火災による損失、被災者に対する補償、営業中断による営業損失等の二次的被害

は含まれておりません。 

（注２）「再調達価格」とは、評価対象建物の各調査時点において再調達することを想定した場合において必要とされる適正な原価

の総額をいいます（千円未満を切り捨てて記載しております。）。 

（注３）平成24年１月１日付で物件名称がパナソニック大阪京橋ビルへ変更されております。 

（注４）平成23年11月21日付で物件名称がイオン津田沼ショッピングセンターからイオンモール津田沼へ変更されております。 

（注５）ＰＭＬ値の合計は、ポートフォリオ全体のＰＭＬ値を意味しております。 

  

物件名称 ＰＭＬ評価者
ＰＭＬ値 
（％） 
（注１） 

再調達価格
（千円） 
（注２） 

ツイン21 
株式会社イー・アール・エス／ 

応用アール・エム・エス株式会社 
 3.5  39,888,000

松下ＩＭＰビル 
株式会社イー・アール・エス／ 

応用アール・エム・エス株式会社 
 3.2  21,643,000

パナソニック電工ビル（注３） 
株式会社イー・アール・エス／ 

応用アール・エム・エス株式会社 
 7.2  3,671,000

御堂筋ＭＩＤビル 
株式会社イー・アール・エス／ 

応用アール・エム・エス株式会社 
 8.7  3,800,000

ＭＩＤ ＲＥＩＴ京橋ビル 
株式会社イー・アール・エス／ 

応用アール・エム・エス株式会社 
 7.8  1,228,000

ＭＩＤ芝金杉橋ビル 
株式会社イー・アール・エス／ 

応用アール・エム・エス株式会社 
 6.0  698,000

コナミスポーツクラブ京橋 
株式会社イー・アール・エス／ 

応用アール・エム・エス株式会社 
 5.7  2,013,000

イオンモール津田沼（注４） 
株式会社イー・アール・エス／ 

応用アール・エム・エス株式会社 
 4.0  10,869,000

ＭＩＤ今橋ビル 
株式会社イー・アール・エス／ 

応用アール・エム・エス株式会社 
 6.2  2,005,000

ＭＩＤ御堂筋瓦町ビル 
株式会社イー・アール・エス／ 

応用アール・エム・エス株式会社 
 6.2  1,031,000

北浜ＭＩＤビル 
株式会社イー・アール・エス／ 

応用アール・エム・エス株式会社 
 3.0  3,338,000

ＭＩＤ西本町ビル 
株式会社イー・アール・エス／ 

応用アール・エム・エス株式会社 
 5.6  1,428,000

合計（注５） 
株式会社イー・アール・エス／ 

応用アール・エム・エス株式会社 
 2.8  91,612,000
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（ニ）設計者、施工者及び建築確認機関の概要 

平成23年12月31日現在の各保有資産における設計者、施工者及び建築確認機関は以下のとおりでありま

す。 

（注１）ガーデンチャペル増築工事の建築確認を行った機関は、「財団法人日本建築センター」であります。  

（注２）平成24年１月１日付で物件名称がパナソニック大阪京橋ビルへ変更されております。 

（注３）平成23年11月21日付で物件名称がイオン津田沼ショッピングセンターからイオンモール津田沼へ変更されております。 

（注４）「財団法人日本建築センター」は、平成23年４月１日付で「一般財団法人日本建築センター」へ名称変更をしております。 

  

物件 
番号 物件名称 設計者 施工者

建築確認を
行った機関 

1 ツイン21 株式会社日建設計 
鹿島・竹中・熊谷共同企業体、大成・奥村・鴻池・清水

共同企業体、株式会社大林組、西松建設株式会社 
大阪市 

2 松下ＩＭＰビル 株式会社日建設計 鹿島・大林・熊谷・戸田・錢高・前田・松村共同企業体 
大阪市 

（注１） 

3 
パナソニック電工ビル 

（注２） 
株式会社竹中工務店 株式会社竹中工務店 大阪市 

4 御堂筋ＭＩＤビル 株式会社日建設計 竹中工務店・鹿島建設・熊谷組・鴻池組共同企業体 大阪市 

5 
ＭＩＤ ＲＥＩＴ 

京橋ビル 
株式会社熊谷組 株式会社熊谷組 大阪市 

7 ＭＩＤ芝金杉橋ビル 
株式会社 

石本建築事務所 
浦和土建工業株式会社 東京都港区 

8 
コナミスポーツクラブ 
京橋 

株式会社熊谷組 株式会社熊谷組 大阪市 

9 
イオンモール津田沼 
（注３） 

株式会社竹中工務店 株式会社竹中工務店 

財団法人 
日本建築センター

（注４）  

10 ＭＩＤ今橋ビル 
株式会社赤松菅野 

一級建築士事務所 
鹿島建設・錢高組共同企業体 大阪市 

11 ＭＩＤ御堂筋瓦町ビル 
株式会社 
アール・アイ・エー 

鹿島・間・長谷工共同企業体 大阪市 

12 北浜ＭＩＤビル 鹿島建設株式会社 鹿島建設株式会社 

財団法人 
日本建築 
総合試験所 

13 ＭＩＤ西本町ビル 株式会社竹中工務店 株式会社竹中工務店 大阪市 
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③ 運用資産の資本的支出 

（イ）資本的支出の予定 

保有資産において、既に実施を開始し、又は現在計画している修繕工事等に伴う資本的支出のうち主要な

ものについては以下のとおりであります。なお、下記工事予定金額には、会計上費用に区分経理される部分

が含まれております。 

  

（ロ）期中に行った資本的支出 

保有資産において、当期に行った資本的支出に該当する主な工事の概要は以下のとおりであります。当期

の資本的支出は492百万円であり、当期費用に区分された修繕費172百万円と併せ、665百万円の工事を実施

しております。 

  

不動産等の名称 
(所在地) 

目的 予定期間

工事予定金額
（百万円） 

総額 
当 期 
支払額 

既支払
総 額 

ツイン21 

（大阪市中央区） 
熱源系統冷却ポンプ更新 

自平成24年１月 

至平成24年５月 
84 － － 

松下ＩＭＰビル 

（大阪市中央区） 
空調整備工事 

自平成24年２月 

至平成24年７月 
50 － － 

ツイン21 

（大阪市中央区）  
基準階共用部リニューアル  

自平成24年２月 

自平成24年６月 
54 

ツイン21 

（大阪市中央区）  
総合受信盤改修工事 

自平成24年４月 

至平成24年８月 
58 － － 

ツイン21 

（大阪市中央区）  
基準階共用部リニューアル  

自平成24年７月 

自平成24年12月 
58 

不動産等の名称 
(所在地) 

目的 工事期間 
工事金額

（百万円） 

ツイン21 

（大阪市中央区） 
空調増強工事  

自平成23年７月１日 

至平成23年12月26日 
 99

ツイン21 

（大阪市中央区） 
総合受信盤改修工事 

自平成23年３月１日 

至平成23年８月31日 
 57

松下ＩＭＰビル 

（大阪市中央区） 
総合受信盤改修工事 

自平成23年８月１日 

至平成23年12月26日 
 53

松下ＩＭＰビル 

（大阪市中央区）  
２階東店舗区画事務所化工事  

自平成23年７月21日 

至平成23年８月31日 
 51

ツイン21 

（大阪市中央区）  
通気管改修  

自平成23年８月10日 

至平成23年12月20日 
 31

その他不動産等 その他資本的支出    198

合計      492
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（ハ）長期修繕計画のために積立てた金銭（修繕積立金） 

本投資法人は物件毎に策定している長期修繕計画に基づき、期中のキャッシュ・フローの中から、中長期

的な将来の修繕等の資金に充当することを目的とした修繕積立金を、以下のとおり積み立てております。 

  

営業期間 

第７期
自平成21年 
７月１日 
至平成21年 
12月31日 

第８期
自平成22年 
１月１日 
至平成22年 
６月30日 

第９期
自平成22年 
７月１日 

至平成22年 
12月31日 

第10期 
自平成23年 
１月１日 

至平成23年 
６月30日 

 第11期
自平成23年 
７月１日 

至平成23年 
12月31日 

当期首積立金残高 (百万円) 87 119 574 556 567 

当期積立額 (百万円) 485 485 485 485 458

当期積立金取崩額 (百万円) 454 31 503 475 488

次期繰越額 (百万円) 119 574 556 567 536

2012/02/13 14:35:4511809266_決算短信_20120213143503

- 35 -

ＭＩＤリート投資法人（3227）平成23年12月期決算短信



④ テナント等の概要 

（イ）賃貸状況の概要 

平成23年12月31日現在の保有資産に関する賃貸状況の概要は以下のとおりであります。  

（注１）「賃貸可能面積」は、平成23年12月31日現在における賃貸可能な面積（貸室面積に限り、倉庫、ホール、駐車場等の面積は含み

ません。但し、一棟全体を賃貸しているコナミスポーツクラブ京橋及びイオンモール津田沼は共用部面積及び駐車場面積を、Ｍ

ＩＤ ＲＥＩＴ京橋ビルは共用部面積を、それぞれ賃貸可能面積に含みます。）を記載しております。 
（注２）「賃貸面積」は、平成23年12月31日現在における有効な賃貸借契約書等に表示された面積（貸室面積に限り、倉庫、ホール、駐

車場等の面積は含みません。但し、一棟全体を賃貸しているコナミスポーツクラブ京橋及びイオンモール津田沼は共用部面積及

び駐車場面積を、ＭＩＤ ＲＥＩＴ京橋ビルは共用部面積を、それぞれ賃貸面積に含みます。）を記載しております。 
（注３）「稼働率」は、平成23年12月31日現在における賃貸面積を賃貸可能面積で除して得られた数値を百分率で記載しております。ま

た「小計」欄及び「合計」欄は、各保有資産の賃貸面積の合計を賃貸可能面積の合計で除して得られた数値を百分率で記載して

おります (小数第２位を四捨五入して記載しております。) 。 
（注４）「テナント数」は、平成23年12月31日現在における有効な賃貸借契約書に基づくテナント数（貸室に限り、倉庫、ホール、駐車

場等のみを賃借しているテナントは含みません。）を記載しております。１テナントが複数の貸室を賃借している場合、同一物

件内については１テナントと数え、複数の物件にわたる場合はそれぞれ物件毎に１テナントと数え、その合計を記載しておりま

す。 
（注５）「賃貸事業収入」は、千円未満を切り捨てて記載しております。 
（注６）「賃貸事業収入」の合計については、ＭＩＤ ＲＥＩＴ京橋ビル及びコナミスポーツクラブ京橋の数値を含んでおります。 
（注７）平成24年１月１日付で物件名称がパナソニック大阪京橋ビルへ変更されております。  
（注８）テナントから開示について同意が得られていないため、「賃貸事業収入」を記載しておりません。 
（注９）平成23年11月21日付で物件名称がイオン津田沼ショッピングセンターからイオンモール津田沼へ変更されております。  

  

用途 地域 物件
番号

物件名称 
賃貸可能面積

（㎡） 
（注１） 

賃貸面積
（㎡） 

（注２） 

稼働率
（％） 

（注３） 

テナント数 
（注４） 

賃貸事業
収入 

（千円） 
（注５、６） 

オ 
フ 
ィ 

ス 

ビ 
ル 

大阪圏 

1 ツイン21 82,413.60 79,101.55  96.0  94  2,426,901

2 松下ＩＭＰビル 37,155.43 35,318.90  95.1  53  1,185,050

3 
パナソニック電工

ビル（注７） 
12,684.52 12,684.52  100.0  1  327,956

4 御堂筋ＭＩＤビル 10,461.32 9,557.90  91.4  9  294,023

5 

ＭＩＤ  
ＲＥＩＴ京橋ビル 
（注８） 

4,833.88 4,833.88  100.0  1 ― 

10 ＭＩＤ今橋ビル 4,279.70 3,576.92  83.6  15  100,117

11 
ＭＩＤ御堂筋 
瓦町ビル 

3,096.70 2,938.31  94.9  13  61,037

12 北浜ＭＩＤビル 10,189.50 10,189.49  100.0  10  357,709

13 ＭＩＤ西本町ビル 3,870.82 3,870.81  100.0  15  106,151

首都圏、並びに

大阪圏を除く政

令指定都市及び

それに準ずる主

要都市 

7 
ＭＩＤ芝金杉橋 
ビル 

1,989.27 1,989.27  100.0  1  46,342

小計 170,974.74 164,061.55  96.0  212 ― 

商 
業 

施 

設 

大阪圏 8 

コナミ 
スポーツクラブ 
京橋（注８） 

9,586.26 9,586.26  100.0  1 ― 

首都圏、並びに

大阪圏を除く政

令指定都市及び

それに準ずる主

要都市 

9 
イオンモール 

津田沼（注９） 
101,210.44 101,210.44  100.0  1  726,000

小計 110,796.70 110,796.70  100.0  2 ― 

合計（注６） 281,771.44 274,858.25  97.5  214  5,776,865
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（ロ）稼働率等の推移 

各時点における稼働率等の推移は以下のとおりであります。  

  

  

  

（注１）「テナント数」は、各月末現在における有効な賃貸借契約書に基づくテナント数（貸室に限り、倉庫、ホール、駐車場等のみを賃

借しているテナントは含みません。）を記載しております。１テナントが複数の貸室を賃借している場合、同一物件内については

１テナントと数え、複数の物件にわたる場合はそれぞれ物件毎に１テナントと数え、その合計を記載しております。 

（注２）「賃貸可能面積」は、各月末現在における賃貸可能な面積（貸室に限り、倉庫、ホール、駐車場等の面積は含みません。但し、共

用部面積及び駐車場面積等を貸し付けている場合には当該面積を含みます。）を記載しております。 

（注３）「賃貸面積」は、各月末現在における有効な賃貸借契約書等に表示された面積（貸室面積に限り、倉庫、ホール、駐車場等の面積

は含みません。但し、共用部面積及び駐車場面積等を貸し付けている場合には当該面積を含みます。）を記載しております。 

（注４）「稼働率」は、各月末現在における各物件の賃貸面積の合計を賃貸可能面積の合計で除して得られた数値を百分率で記載しており

ます（小数第２位を四捨五入して記載しております。）。 

  

  
第１期 

（平成18年12月末） 
第２期

（平成19年６月末）

第３期
（平成19年12月末）

第４期
（平成20年６月末）

第５期  
（平成20年12月末） 

物件数  9  11  11  11  12

テナント数（注１）  184  208  213  211  217

賃貸可能面積(㎡) （注２）  271,575.16  278,877.15  278,424.91  283,411.41  287,632.20

賃 貸 面 積 (㎡) （注３）  269,272.26  274,409.55 274,075.13  277,613.28  279,145.07

稼働率（注４） % 99.2 % 98.4 % 98.4 % 98.0 % 97.0

  
第６期  

（平成21年６月末） 
第７期

（平成21年12月末）

第８期
（平成22年６月末） 

第９期
（平成22年12月末） 

第10期 
（平成23年６月末） 

物件数  12  12  12  12  12

テナント数（注１）  211  214  219  216  217

賃貸可能面積(㎡) （注２）  281,641.12  281,968.18  281,706.95  281,744.45  281,770.07

賃 貸 面 積 (㎡) （注３）  270,858.79  272,710.71  274,447.52  273,539.28  274,336.95

稼働率（注４） % 96.2 %96.7 % 97.4 % 97.1 % 97.4

  
平成23年 
７月末 

平成23年
８月末 

平成23年
９月末 

平成23年
10月末 

平成23年 
11月末 

平成23年
12月末 

物件数  12  12  12  12  12  12

テナント数（注１）  217  217  216  215  215  214

賃貸可能面積(㎡)（注２）  281,770.07  281,770.07  281,770.07  281,771.44  281,771.44  281,771.44

賃 貸 面 積 (㎡)（注３）  276,629.67  276,208.64  275,653.55  275,239.02  275,239.02  274,858.25

稼働率（注４） % 98.2 % 98.0 % 97.8 % 97.7 % 97.7 % 97.5

2012/02/13 14:35:4511809266_決算短信_20120213143503

- 37 -

ＭＩＤリート投資法人（3227）平成23年12月期決算短信



（ハ）主要な（賃貸面積上位）10テナントの概要 

平成23年12月31日現在において、特定のテナントに対する賃貸面積の、同日時点のそれら全ての資産の全

賃貸面積に占める割合の上位10位までのテナントは、以下のとおりであります。 

（注１）複数の賃貸借契約等がある場合には、賃貸面積が最も大きい契約の満了日を記載しております。 

（注２）「全賃貸面積に占める割合」は、小数第２位を四捨五入して記載しております。そのため、記載されている数値を合算した数値

が、「合計」欄の記載数値とは必ずしも一致しない場合があります。 

（注３）平成24年１月１日付でパナソニック株式会社に吸収合併されております。 

（注４）「契約満了日」については、テナントから開示について同意が得られていないため、記載しておりません。 

（注５）エヌ・ティ・ティ関西四国電話帳株式会社は、平成23年10月１日付でエヌ・ティ・ティ番号情報株式会社に吸収合併されており、

賃借人の地位も継承されております。 

（注６）平成23年11月21日付で物件名称がイオン津田沼ショッピングセンターからイオンモール津田沼へ変更されております。 

（注７）平成24年１月１日付で物件名称がパナソニック大阪京橋ビルへ変更されております。  

  

  

テナント名 入居物件名 契約満了日（注１）
賃貸面積
（㎡） 

全賃貸面積に
占める割合 
（注２） 

イオンリテール株式会社 
イオンモール津田沼 

（注６） 
平成35年９月29日  101,210.44 ％36.8

パナソニック株式会社 ツイン21 平成25年３月31日  40,956.60 ％14.9

パナソニック電工株式会社（注３） 
パナソニック電工ビル 
（注７） 

平成26年３月31日  12,684.52 ％4.6

株式会社コナミスポーツ＆ライフ 
（注４） 

コナミスポーツクラブ京橋 －  9,586.26 ％3.5

日本コンピューター・システム 

株式会社 
松下ＩＭＰビル 平成26年４月30日  5,632.24 ％2.0

エヌ・ティ・ティ番号情報株式会社 

（注５） 
ＭＩＤ ＲＥＩＴ京橋ビル 平成25年２月28日  4,833.88 ％1.8

ヒューマンアカデミー株式会社 
（注４） 

御堂筋ＭＩＤビル －  4,643.59 ％1.7

アサヒビール株式会社 松下ＩＭＰビル 平成24年３月31日  4,531.23 ％1.6

ＭＩＤプロパティマネジメント 

株式会社 

ツイン21 

松下ＩＭＰビル 

御堂筋ＭＩＤビル  

平成26年３月31日  4,415.65 ％1.6

株式会社建設技術研究所（注４） 北浜ＭＩＤビル －  4,077.50 ％1.5

合計  192,571.91 ％70.1
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⑤ 個別信託不動産の収支状況 

  

（注１）千円未満は切り捨てて記載しております。 
（注２）平成24年１月１日付で物件名称がパナソニック大阪京橋ビルへ変更されております。 
（注３）テナントから開示について同意が得られていないため、ＮＯＩ、減価償却費及び賃貸事業利益以外は記載しておりません。但し、当

期合計には、ＮＯＩ、減価償却費及び賃貸事業利益以外の数値も含めて記載しております。 
（注４）平成23年11月21日付で物件名称がイオン津田沼ショッピングセンターからイオンモール津田沼へ変更されております。 

  

当期（自 平成23年７月１日 至 平成23年12月31日） （単位：千円）

物件名 ツイン21 松下ＩＭＰビル

パナソニック

電工ビル 
（注２） 

御堂筋

ＭＩＤビル 

ＭＩＤ ＲＥＩＴ 
京橋ビル 

（注３） 

ＭＩＤ

芝金杉橋ビル 

運用日数  184 184 184 184  184 184

  

賃料  1,656,096 713,723 242,006 231,424  － 43,972

共益費  556,744 304,131 52,680 30,111  － －

駐車場収入  62,338 53,230 4,320 5,051  － 2,160

賃貸事業収入  2,275,178 1,071,086 299,006 266,588  － 46,132

  

水道光熱費収入  142,282 104,859 26,691 25,482  － －

解約違約金  － 5,691 － 242  － －

その他収入  9,439 3,412 2,258 1,710  － 210

その他賃貸事業収入  151,722 113,963 28,949 27,435  － 210

①賃貸事業収益  2,426,901 1,185,050 327,956 294,023  － 46,342

管理業務費  338,181 190,892 50,736 34,881  － 1,471

支払手数料  － － －  254  － －

水道光熱費  242,502 147,710 29,550 24,068  － －

公租公課  237,167 145,786 19,586 52,096  － 7,314

損害保険料  11,784 6,397 1,093 1,178  － 397

修繕費  58,741 36,118 15,440 42,102  － 1,656

その他賃貸事業費用  20,073 9,090 631 541  － 125

②賃貸事業費用  908,451 535,996 117,038 155,122  － 10,964

③ＮＯＩ（①－②）  1,518,450 649,053 210,918 138,901  37,539 35,377

④減価償却費  477,734 251,850 41,138 60,895  14,017 6,333

⑤固定資産除却損  2,691 12,709 － 292  15 －

⑥賃貸事業利益（③-④-⑤）  1,038,023 384,493 169,779 77,713  23,505 29,044

物件名 
コナミスポー
ツクラブ京橋 
（注３） 

イオンモール
津田沼 
（注４） 

ＭＩＤ
今橋ビル 

ＭＩＤ
御堂筋瓦町 
ビル 

北浜
ＭＩＤビル 

ＭＩＤ 
西本町ビル 

当期合計
（注３） 

運用日数  184 184 184 184  184  184     

  

賃料  － 726,000 61,182 41,311  245,119  71,654 4,176,446

共益費  － － 22,979 12,581  61,027  16,409 1,056,664

駐車場収入  － － 8,614 1,620  9,203  2,958 151,056

賃貸事業収入  － 726,000 92,775 55,513  315,350  91,021 5,384,168

  

水道光熱費収入  － － 7,053 5,389  40,851  13,625 366,237

解約違約金  － － － －  －  － 5,934

その他収入  － － 288 134  1,507  1,504 20,524

その他賃貸事業収入  － － 7,341 5,524  42,358  15,130 392,696

①賃貸事業収益  － 726,000 100,117 61,037  357,709  106,151 5,776,865

管理業務費  － 12,021 15,165 8,399  37,124  11,409 704,073

支払手数料  － － － －  －  － 254

水道光熱費  － － 8,892 4,938  26,867  12,117 496,647

公租公課  － 66,947 14,085 6,797  24,174  9,431 600,644

損害保険料  － 5,463 595 309  1,074  447 29,707

修繕費  － 961 3,323 4,651  156  3,650 172,800

その他賃貸事業費用  － － 125 47  462  － 31,095

②賃貸事業費用  － 85,394 42,187 25,144  89,858  37,054 2,035,223

③ＮＯＩ（①－②）  80,025 640,606 57,929 35,892  267,850  69,096 3,741,641

④減価償却費  19,409 115,532 23,562 12,649  39,273  17,775 1,080,173

⑤固定資産除却損  － － 1,152 －  －  － 16,862

⑥賃貸事業利益（③-④-⑤）  60,615 525,073 33,213 23,243  228,577  51,321 2,644,605
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